
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年（2021 年）８月 17 日 

「ゼロカーボン北海道」タスクフォース・ 

地方支分部局レベル会合（第１回） 

 

 

北海道説明資料 
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ゼロカーボン北海道の実現に向けて ～ 脱炭素への挑戦 新たな未来の創造 ～

はじめに

■気候変動問題に長期的な視点で取り組むため、2020年３月
に、道は「2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ
を目指す」ことを表明。

■再生可能エネルギーと森林などの吸収源の最大限の活用によ
り、脱炭素化と経済の活性化や持続可能な地域づくりを同時
に進める。

■そして、環境と経済・社会が調和しながら成長を続ける北の
大地「ゼロカーボン北海道」を実現。

計画の推進体制

■幅広い関係者との連携・協働
産業、経済、金融などの関係団体等

と協議する場の設置などにより、意
識の共有や積極的な姿勢の醸成を図
り、主体的な取組の促進と新たな連
携・協働を生み出す。

■庁内の推進体制
知事をトップとする部局横断組織に

より、庁内の連携及び施策の調整を
図り、気候変動に関する施策を総合
的かつ計画的に推進。

ゼロカーボン北海道実現へのイメージ

全道でのFCV、

FCバス等の導入

2050年までのゼロカーボン北海道の実現

水素サプライチェーン

の広域展開

2021年

2040年

2030年度 削減目標の達成

○本計画に基づく対策・施策の着実な推進
○長期的な視点を持った効果的な対策・施策のさらなる導入・展開

●再生可能エネルギーと吸収源の最大限の活用
●地域循環共生圏の創造による環境・経済・社会の統合的な向上
●イノベーションによる社会システムの脱炭素化
●くらしの快適性・健康性の向上、防災・減災性能の向上
●真に豊かで誇りを持てる社会を次の世代へ

2050年

革新的なイノベーション

の推進
新たな技術の普及

水素ステーションの

全道展開

極限まで省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を進め

た設備・機器市場の確立

2035年までに乗用車

新車販売で電動車100％

2030年

2013年度比で３５％（2,551万t-CO2）削減

北海道の削減目標

※ 基準年は、森林等による吸収量を含んでいない排出量の実績。

めざす姿（長期目標）

2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする

「ゼロカーボン北海道」の実現

温室効果ガス排出量 森林等による吸収量

=

中期目標（2030年度）

排出量

7,345 4,794 
0
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削減量

1,794

吸収量

757

万t-CO2

３５％削減
2,551

資料１

温室効果ガス排出抑制等の対策･施策

多様な主体の協働による
社会システムの脱炭素化

再生可能エネルギーの
最大限の活用

○ 道が牽引するゼロカーボン北海道

○ 脱炭素型ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀｲﾙへの転換

○ あらゆる社会システムの脱炭素化

○ 環境と経済の好循環

○ 革新的なイノベーションによる創造

○ 持続可能な資源利用の推進

森林等の二酸化炭素
吸収源の確保

○ 森林吸収源対策

○ 農地土壌対策

○ 都市緑化の推進

○ 自然環境の保全

○ 地域特性を活かしたエネルギーの地産地消の

展開

○ ポテンシャルの最大限の活用に向けた関係産

業の振興

重点的に進める取組

※「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS)（1.0版）2020年12月修正版」（環境省）による

太陽光発電
導入ポテンシャル

全国１位
バイオマス産業都市の数
（36市町村）

全国１位

中小水力発電
導入ポテンシャル
（全国シェア

河川導入約10%
農業用水導入約8%）

全国１位

風力発電
導入ポテンシャル
（全国シェア

陸上風力約55%
洋上風力約29%）

全国１位

地熱発電
導入ポテンシャル

全国３位

道の事務・事業に関する実行計画

目標 2030年度の温室効果ガス排出量を2013度比で50.0％（159,000t-CO2）削減

○電力使用等による排出量の削減

再生可能エネルギー由来の電力調達などにより、道有施設の庁舎に
おける使用電力量の70％分相当の温室効果ガス排出量を削減する

○道有施設・公用車の取組

・施設・設備の高効率化、再エネ設備の導入
・道有施設の脱炭素化の検討
・公用車（乗用車）を100%次世代自動車とする

全国の22%を占める森林

全国１位

北海道の優位性を最大限に活用 ・豊かな再生可能エネルギー

・優れた自然環境など

本道の再エネ導入ポテンシャル

「需要家の省エネ意識の定着と実践」と新エネの「３つの挑戦」

需要家の省エネ意識の定着と実践
・省エネ意識の定着と徹底したエネルギーの効
率的利用の促進

エネルギー消費の削減（2030年度目標値）
産業部門：生産額あたり 年1.0％削減
家庭部門：世帯あたり 年1.5％削減

など

挑戦１ 多様な地産地消の展開
・住民等参加した「需給一体型」の地産地消の展開

挑戦２ 「エネルギー基地北海道」の確立に向けた
事業環境整備

・送電インフラの整備
新エネ導入量 ※道外移出を含む（2030年度目標値）
発電電力量 20,122百万 kWh (  8,611百万kWh)
熱利用量 20,960 TJ   (14,713TJ)

カッコは2018実績 など

挑戦３ 省エネ促進や新エネの開
発・導入と一体となった環境関
連産業の振興
・道内外からの投資等の促進
・道内企業の参入、事業化支援

道内企業の環境関連ビジネス実施割合
（2030年度目標値）

10.4％(2020 実績）＋年0.5P増加

「北海道地球温暖化対策推進計画」、「北海道省エネ・新エネ
促進行動計画」、「道の事務・事業に関する実行計画」より抜粋 資料５－１
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○家畜ふん尿からのメタンを活用した

バイオガス発電
○クリーン農業・有機農業の推進
○水田の水管理や排水改良による

メタン排出削減

「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた取組

○再エネを活用した次世代データセンターの誘致
○洋上風力発電などの開発・導入に向けた環境整備
○水素の有効活用に向けた基盤整備
○農業用水等を活用した小水力発電の推進
○農作業の効率化・最適化を図るスマート農業の推進

○先導的な脱炭素モデル地域構築
○市町村のエネルギー地産地消の

モデルとなる取組の支援と普及
○ZEB※化への挑戦

※Net Zero Energy Building(ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾋﾞﾙ、「ｾﾞﾌﾞ」)。
建物で消費する年間の一次エネルギー収支をゼロにする建物

○道有建築物の木造・木質化
○市町村等の新エネ設備の導入支援

○北方型住宅2020の普及推進
○北方型住宅ZEH※の技術開発

※Net Zero Energy House(ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ、「ｾﾞｯﾁ」)。
断熱性能等を大幅に向上させるなど、室内の環境の質を維持しつつ
大幅な省エネを実現し、再エネを導入し、年間の一次エネルギー
消費量の収支がゼロを目指した住宅

○省エネ設備の導入

○太陽光パネル共同購入モデル実施

ゼロカーボン北海道推進協議会の設立

■推進協議会
・情報・課題・認識の共有
・各主体の取組への協力･補完、取組向上
・取組の見える化を進め、先進的取組を全道拡大
■省エネ・新エネ促進部会（連携検討テーマ）
・「自家消費型太陽光発電設備の導入促進」など

庁内推進体制（本部・ＰＴ・ＷＧ）

ゼロカーボン北海道を推進する各種計画等の推進
■ゼロカーボン推進PT

■赤れんが脱炭素化推進PT

■適応推進PT
道の事務・事業 実行計画の推進

気候変動適応計画の推進

○次世代自動車の積極的導入
○貨客混載の推進
○エコアンドセーフティ運動
○MaaS※の活用

※Mobility as a Service
(ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｱｽﾞ･ｱ･ｻｰﾋﾞｽ、「ﾏｰｽ」)。
ICT(情報通信技術)を活用し、電車、
バス、タクシー、自転車などあらゆる
ﾓﾋﾞﾘﾃｨ(移動)を一つのサービスとして
展開するもの

○省エネ船舶の導入促進
○ノーカーデーの取組

民生（家庭部門）【21.2%】 産業部門 【27.3%】

運輸部門 【17.2%】

民生（業務部門）【13.8%】 CO2以外の対策 【20.6%】

排出源対策

道地球温暖化対策推進計画（中期目標）

■2030年度における温室効果ガス排出量を

2013年度比で３５％(2,551万tCO２)削減

道の事務･事業に関する実行計画

■2030年度における温室効果ガス排出量を

2013年度比で５０％削減

2050年までに道内の温室効果ガスを実質ゼロとする
（“ゼロカーボン北海道”の実現）

次世代データセンター

ＺＥＨ＋ＥＶ

新エネ導入例

北海道立北の森づくり
専門学院 撮影者 KEN五島

省エネラベル

【 】に道内で発生した2013年度の排出量(7,345万トン)の割合を％で記載。

推進体制

バイオガス発電
分散型エネルギー
システム

2013年度
（基準年）

2030年度
（中期目標）

2050年まで
（長期目標）

7,345

実
質
ゼ
ロ
の

イ
メ
ー
ジ

排出量の実績

排出削減量

森林等による吸収量

（万t-CO2）

実質ゼロ

現 在

人間活動
による
排出量

森林など
による
吸収量

排出量と
吸収量の
均衡を達成

2050年までに

貨客混載

ＦＣＶ

需給制御

太陽光

バイオマス
雪氷冷房

風力

データセンター
○吸収能力の高い森林を整備

○「HOKKAIDO WOOD」の
ブランド力の強化

○建築材等の安定供給対策の強化

２ 道産木材の利用拡大

○企業等のCSR活動による森林整備の推進
（企業等と森林所有者のマッチング）

３ 企業等の協力による森林づくり

森林吸収源対策

１ 活力ある森林づくり

吸収能力の高い
クリーンラーチ人工林

道産木材を
利用した建築物

情報発信・相談対応

■SNS等を活用し、情報発信
■市町村毎の排出量や再エネ導入ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ等を可視化
■気候変動適応センターHPで道内の研究情報を提供
■省エネ・新エネ促進・関連産業振興ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ窓口

スマート農業水力発電木質バイオマスの活用
（ペレットストーブ）

Ai

北方型住宅

共同購入事業 ○省エネルギーの意識や行動の定着推進
○省エネルギー設備等の導入とエネルギー利用の効率化
○行動科学の知見（ナッジ）を活用した行動変容手法の構築
○廃棄物の排出抑制、リサイクルの促進
○食品ロスの削減
○プラスチック資源循環の促進

分野横断的な対策

食品ロスの削減 行動変容

クリーン農業

資料５－２



「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた提案・要望

令和３年７月
北海道

提案 ・ 要望項目

（１）再エネ導入に向けた送電網の強化、道外への送電設備の増強

（２）既存系統の有効活用

（３）分散型エネルギーシステムの導入

（４）環境負荷の少ない交通・物流基盤の構築

（５）CO₂の吸収に資する豊かな森づくり

（６）気候変動の適応に関する取組の推進

（１）「地域脱炭素ロードマップ」に関する考え方や内容の明示

（２）本道の特性を生かした実証事業の実施

（３）住宅・建築物の脱炭素化の推進

（４）水素ステーション・急速充電設備の整備

（５）農林水産業における脱炭素化の推進

（６）ゼロカーボンツーリズムの推進

（１）本道の特性を生かした次世代データセンターの誘致

（２）デジタル化による環境負荷の少ない観光の推進

暮らしやすく、豊かな脱炭素社会を構築し、

国の地球温暖化対策を先導することを目指す

資料５－３



集約型都市
構造への転換
（ニセコ町、下川町ほか）

大型蓄電池
（豊富町、釧路町ほか）

「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた地域の取組と課題

※北方領土：縮尺縮小

陸上風力発電
（稚内市、苫前町ほか）

洋上風力発電
（檜山沖、石狩湾新港ほか）

CCS・CCUS
（苫小牧市）

水素発電
（厚真町、室蘭市ほか）

バイオマス発電
（興部町、鹿追町ほか）

北方型住宅等
建築物の省エネ
（ＺＥＢ・ＺＥＨ）
（古平町、美幌町ほか）

水素ＳＴ・ＦＣＶ
（札幌市、室蘭市ほか）

メタンガスの排出抑制
（道東地域）

地熱発電
（森町、奥尻町
ほか）

スマート農業
（岩見沢市、新十津川町ほか）

分散型エネル
ギーシステム
（下川町、上士幌町

ほか）

サイクルツーリズム
（十勝地域、北広島市ほか）

MaaS
（十勝地域ほか）

データセンター
（石狩市、美唄市ほか）

地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
（浜中町、小樽市ほか）

主な取組事例

○「グリーン×デジタル」の
一体的な推進

○地域の脱炭素化の推進

○「ゼロカーボン北海道」推進に向けた基盤づくり

役場庁舎の
エネルギー
消費量を50%
以下に削減
（古平町）

再生可能エネル
ギーを活用した
データセンター
（石狩市）

交通混雑緩和の
ための道路整備
（釧路市）

一般国道38号釧路新道

家畜ふん尿を活用
したバイオガスプラ
ントからの発電
（興部町）

主な要望事項

２．地域の脱炭素化の推進
・本道の特性を生かした実証事業の実施
・住宅・建築物の脱炭素化の推進
・水素ステーション・急速充電設備の整備 等

１．「ゼロカーボン北海道」推進に向けた基盤づくり
・再エネ導入に向けた送電網の強化
・環境負荷の少ない交通・物流体系の構築
・CO₂の吸収に資する豊かな森づくり 等

３．「グリーン×デジタル」の一体的な推進
・次世代データセンターの誘致 等

風力発電導入ポテンシャル

全国１位

太陽光発電導入ポテンシャル

全国１位

中小水力発電導入ポテンシャル

全国１位

地熱発電導入ポテンシャル

全国３位

バイオマス産業都市の数

全国１位
（全国94市町村のうち北海道36市町村）

再エネのポテンシャルが全国随一

広大な森林面積

全国の森林面積の約22％
全国１位

北本連系

水力発電
（夕張市、白糠町ほか）

港湾の活用
（広尾町、苫小牧市ほか）

交通体系の整備
（釧路市、石狩市ほか）

再造林
（クリーンラーチ）

（訓子府町、滝上町ほか）

ドローン物流
（当別町）

ライドシェア
（天塩町、中頓別町）

パレット式貨物新幹線

貨客混載・輸送網の効率化

自動運転
（トラック隊列走行）

太陽光発電
（厚岸町、広尾町ほか）

漁船の
省エネルギー化

本道の特色

製造自動化

湿原等の保全
（釧路市、標茶町ほか）

・高付加価値化
・道内・道外へ

CA倉庫・ｾﾝﾄﾗﾙｷｯﾁﾝ
の活用

農地への炭素貯留

※ は現在構想中のもの



ゼロカーボン北海道の実現に向けた

提案・要望

令和３年７月

北海道



北海道は、風力・太陽光など全国随一の再生可能エネルギーのポテ

ンシャルが存在するほか、二酸化炭素の吸収源となる全国の森林面積

の22％を有するなど、我が国のカーボンニュートラルの実現と同時に

地球規模での環境対策への貢献に向け、果たすべき役割がますます大

きくなっていると認識しております。

道では昨年３月、国に先駆けて、2050年までに温室効果ガス排出量

の実質ゼロをめざすことを表明しており、先月閣議決定された「骨太

の方針2021」においても、「ゼロカーボン北海道」に取り組むことが

明記されました。

脱炭素化に向けた取組は、各種産業活動や日常生活の経済・社会シ

ステムの広範囲にわたり、気候変動のみならず、地域の課題を解決し、

道民が健康で快適に暮らし続け、地域全体の発展につなげることが重

要です。

また、今後の道内経済にとっても重要であり、環境関連市場が拡大

し、道内外から関連産業への投資や立地が期待されます。特に、デジ

タル技術の活用によるエネルギー制御などの面で、デジタル化の推進

と一体的に取り組むことが鍵であり、経済と環境の好循環を作り出し

ていきたいと考えております。

国におかれましては、現在、地球温暖化対策計画やエネルギー基本

計画の改定に向けた作業を行っているものと承知しておりますが、我

が国のカーボンニュートラルの実現、さらには、経済と環境が好循環

するグリーン社会の実現に向け、本道がその役割を果たすことができ

るよう、特段の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。

令和３年７月

北海道知事 鈴木 直道



１．「ゼロカーボン北海道」推進に向けた基盤づくり

（１）再エネ導入に向けた送電網の強化、道外への送電設備の増強

本道における洋上風力発電など再生可能エネルギーの導入拡大に
向け、北本連系設備や新たな海底送電ケーブルといった賦存量の大
きな地域における送電網等の電力基盤の増強の早期実現と特定の地
域に偏らない費用負担の検討、さらには、洋上風力発電設備の設置
等に必要な基地港湾の整備を進めること。

（２）既存系統の有効活用

既存系統を有効活用するノンファーム型接続のローカル系統など
への適用拡大や、畜産バイオマスや地熱など各地域の創意工夫を活
かした再生可能エネルギー発電設備の系統混雑時の優先利用を図る
こと。

（３）分散型エネルギーシステムの導入

需要と供給が一体となった多様な分散型エネルギーシステムの構
築と展開、さらには近隣地域と連系した供給構造の多層化による柔
軟性の向上や災害時を含めたエネルギー需給の安定化に繋げるた
め、地域マイクログリッドをはじめとした需給一体型の地産地消の
取組に必要な制度面での規制・制度改革と財政的支援を図ること。

（４）環境負荷の少ない交通・物流基盤の構築

カーボンニュートラルポートの形成や交通混雑緩和など、環境負
荷の少ない交通・物流基盤を整備すること。

（５）ＣＯ₂の吸収に資する豊かな森づくり

森林吸収源対策を推進するため、伐採後の確実な植林や間伐、路
網整備など、豊かな森林づくりを推進すること。

（６）気候変動の適応に関する取組の推進

気候変動の影響が特に大きいと予測される本道において、自然災
害から道民の命や財産を守る流域治水など防災インフラの強化や、
地域気候変動適応センターへの財政支援の創設や技術支援の充実な
ど、地域の気候変動の適応の取組に関して支援を行うこと。



２．地域の脱炭素化の推進

（１）「地域脱炭素ロードマップ」に関する考え方や内容の明示

「地域脱炭素ロードマップ」で示された「脱炭素先行地域」の選
定の考え方や、重点対策の支援内容、複数年にわたる国の支援スキ
ームを早期に明らかにし、これらの支援については地域で活用しや
すい制度とするとともに、本道から多数の先行地域を選定・支援す
ること。

（２）本道の特性を生かした実証事業の実施

２兆円の基金を活用し、再生可能エネルギーのコスト低減や安定
出力確保に向けた研究開発を進めること。また、現在、道内では、
大型蓄電池や水素、ＣＣＵＳ、バイオマス等の実証事業や自動運転
の技術開発に向けた実証試験が行われているが、今後も本道の地域
特性を生かした環境・エネルギー関連の実証事業を実施するととも
に、有望な技術や製品の開発に対する支援を行うこと。

（３）住宅・建築物の脱炭素化の推進

本道の気候風土に適した「北方型住宅2020」の普及促進や、省エ
ネルギー化や再生可能エネルギーの導入によるＺＥＢ・ＺＥＨ化の
加速、住宅における地域材の利用拡大などの取組に十分な支援を行
うこと。

（４）水素ステーション・急速充電設備の整備

次世代自動車の普及に向け、道の駅を最大限活用するなど、充電
設備や水素ステーションの適正な配置を促進するとともに、施設整
備に対する支援を行うこと。

（５）農林水産業における脱炭素化の推進

化学肥料・化学農薬の削減や農地への炭素貯留に対する支援制度
を創設するとともに、牛のげっぷ（消化管内発酵）由来のメタン等
の温室効果ガスの排出抑制、農林業機械・漁船の電化・水素化及び
省エネ漁船への転換等に必要な技術開発や導入支援を行うこと。
また、クリーンラーチなど優良種苗の安定供給や、非住宅や中高

層施設等の木造・木質化、ICT等により生産性を向上させる林業イ
ノベーションの推進、木質バイオマスのエネルギー利用の促進など
の取組に必要な支援を行うこと。
さらに、スマート農業の社会実装の加速化を推進するとともに、

その普及に向け、超高速ブロードバンド基盤の整備や農業農村整備
を計画的かつ着実に推進するために必要な支援を行うこと。



（６）ゼロカーボンツーリズムの推進

CO₂を排出することなく道内を周遊する、ゼロカーボンツーリズ
ムの実現に向けて、地熱を活用した熱供給システムの導入やバイオ
マス等を活用した発電設備等の導入支援のほか、観光関連事業者に
対してレンタカーの次世代自動車化を促すための制度拡充を行うこ
と。
また、自然公園におけるマイカー等の乗入規制、電気自動車やシ

ャトルバスの運行などの支援を行うこと。

３．「グリーン×デジタル」の一体的な推進

（１）本道の特性を生かした次世代データセンターの誘致

冷涼な気候や豊富な再生可能エネルギーといった本道の特性を踏
まえ、国のシステムのクラウド化に伴うデータセンターや次世代デ
ータセンターの「中核拠点」を道内に設置するとともに、北海道と
首都圏等とを結ぶ通信環境の充実に向けて、大容量光ファイバー網
の整備に必要な支援を行うこと。
また、デジタル化を推進するための人材育成に必要な支援を行う

こと。

（２）デジタル化による環境負荷の少ない観光の推進

観光地が広域に点在する北海道の特性を踏まえ、環境負荷の低減
や利用者の利便性向上を図るため、二次交通におけるデジタル化の
取組への支援を行うこと。
また、予約から決済までに必要な機能のアプリへの一元化や、Ａ

Ｉ等を活用し、観光地の混雑状況の把握など観光地のＤＸ化に向け
た支援を行うこと。


